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はじめに
2003年､長崎市近郊で医師の相互協力(診診･病診連携､グループ診療)により

癖の受け皿となるシステムを構築した｡その結果､個々の開業医の負担が軽減さ

院･患者側は安心して訪問診療を依頼できるようになった｡本稿では､長崎で医療

実践する｢長崎在宅Dr. (ドクター)ネット｣のこれまでの活動につき解説･報告

ともに､長崎市医師会が行う｢緩和ケア普及のための地域プロジェクト｣ (厚生労

研究がん対策のための戦略研究)の概要と､今後の展望を述べる｡

ユ背景

(I)診療報酬を含めた､在宅医療の総論的背景

厚労省患者調査(1953年以降)によると､調査日の患者は､総数､外来､入院

加傾向にあるのに比べて､調査日に往診を受けた患者は､ 60年代中間まで約15万

たが､その後減少傾向が持続し､ 90年代は5万人未満へ減少している｡寝たきり

診療耕(1986年)､寝たきり老人在宅総合診療科(1992年)､在宅時医学管理料､

総合診療科､ 24時間連携体制加算(もげれも1994年)､介護保険の導入(2000年)

在宅医療の普及のためにさまざまな制度が打ち出されてきたが､今のところ往診(

止めることはできず､ 2005年には､調査日の往診は2.5万人に減少した｡同調査･

以降に追加された｢在宅医療｣ (調査日に､診療所･病院から往診､訪問診療､

医師･歯科医師以外の訪問を受けること)についても､往診同様､減少傾向を辿っ

(図1)｡一方､人口動態統計上､ 1952年以降日本では在宅死が減少傾向となり､

病院死の割り合いが在宅死を越えるようになった｡ 2006年では､在宅死は全死亡

にしか過ぎない(図2)｡これは､自宅で死を迎えたい65歳以上の高齢者が89.1%(

る希望からかけ離れている(1995年度人口動態社会経済面調査報告)｡ 2006年の
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図1在宅医療と往診総数の年次推移(厚生労働省: ｢患者調査｣より)

改定では､在宅医療の中核となる施設として｢在宅療養支援診療所｣を創設するとともに､

在宅医療を｢入院医療から在宅医療への移行期｣ ←在宅療養の安定期｣ ｢終末期｣に分けて

考え､それぞれについて在宅療養支援診療所の役割を中心に据えた点数改定が行われた｡

また2008年度の診療報酬改定では､在宅医療が提供できる患者の療養先の←在宅｣の範囲

が規定された(特蓑などの居住系施設と､自宅などの居住系施設以外)｡さらに医療用麻

薬の30日処方が可能にな｡､在宅で用いることのできる｢厚生労働大臣が定める注射薬｣

が拡大されたことなど諸処に在宅緩和ケア推進の意図が感じられる○しかし一方では､病

院における7 : 1の看蒼体制による看護師不足や､在宅医療を支える訪問看護ステーショ

ンの運営が低報酬のため困難な状態になっていること､さらに社会を構成する家族という

最小単位が､少子高齢化により､高齢者夫婦世帯や独居老人世帯に変化していることなど

が在宅医療の推進が進まないことに関与する､大きな負の要素となっている｡

(2)長崎の地域特性について

2006年の人口動態統計によると､全国の在宅死が15･3%を占めるなかで､長崎県は12.6

%と全国の中で下位から5番目の低率であったo長崎市に限ってみるとさらに低く9.5%

にしか過ぎない(図3)oすなわち､人口45万人の長崎市での年間死亡総数4,347人のうち

ill名(月間約34人)が在宅死であるに過ぎなし､o

厚生労働省医療施設調査(平成16年)によると､人口10万対一般診療所数(14大都市･

中核市)は､長崎市は132･9で､全国平均76を大きく上回｡全国最多で､大阪市､和歌山

市､京都市､東京都区部を上回ってV)る(図4)｡

◎ 173　◎

雇LNnyEiネットの雪組昇とr-ケア苦のための諾プロTnHウト｣


